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施設運営管理
・スペースＡＢ運営
・協働ラボ
協力イベント

・その他

総合相談

情報蓄積・発信

企画開催課題解決プログラム

・協働提案
・市民活動

・好事例ヒアリング記事
・好事例訪問レポート
・企画開催レポート
・メルマガ・ＳＮＳ等

・セミナー・ＷＳ
・交流促進
・ネットワーキング
・人材育成
・協働共創の視点

・各区市民活動支援センター
へのヒアリング

・日常相談
・企画ノウハウ提供

・課題解決モデル
プロジェクト

・協働メンバーズ

市民活動活性化 課題解決 協働誘発 協働スペースを有効活用

新たな課題解決策を生み出し、社会課題や地域課題に取り組む民間主体のすそ野を広げる

住みたい・住み続けたい横浜

協働コーディネーター強化

市民活動支援セミナー

事業構成

区活センター連携・支援



令和７年度のテーマ

課題解決・協働誘発 令和７年度テーマ

「皆がつくる安全・安心なまちづくり」

上記テーマに沿った地域の多様な主体の交流促進プロジェクトにより、
「地域を豊かにする取り組みのプロセスを学び、自分の地域に持ち帰
り活気を生み出す人」を育成します。

セミナーや交流イベント等も、上記テーマに沿って実施します。

既存の活動団体、ステークホルダーとのネットワーキングを強化しま
す。



１ 市民活動活性化

総合相談

941件（2026年１月末時点）目標：1,000件/年
主な相談内容：活動・事業の内容（311件）、他団体との連携（80件）ほか他局との連携も含めた相談対応

市民団体の活動支援の際には、団体の持つスキルや資源を整理し、団体の得意を発掘しながら、
社会課題の解決に資する企画の立案・実施支援に繋ぐ相談対応を行っている。（次ページ事例参照）
また、団体運営の基礎となる会計等についての相談も多いため、会計セミナーも引き続き企画実施した。

▲相談の様子

令和７年度の取組報告

令和７年度 よこはまＮＰО会計セミナー
2025年12月３日（水）15：00～17：00
【講師】吉澤寿朗氏（税理士、ＮＰО法人税理士による

公益活動サポートセンター 理事）
参加者数：25人
参加者アンケート「会計についての理解が深まった」：100％

▲当日の様子



令和７年度の取組報告

１ 市民活動活性化

▲当日の様子

団体の企画支援例：
相談に訪れた団体の資源（マネープラン策定支援、自己

分析支援）を整理し、社会課題の解決に資する企画の立

案・実施支援に取り組んだ

課題：「介護や福祉に関わる人材不足・離職率の高さ」

第１回 「若手社会人のマネー＆ライフプラン」セミナー

第２回 自立支援は自分支援

・若手という新しいターゲットを発見でき、今後活動の展開に

 非常に役に立つと感じた。

・センターのサポートで、普段より参加人数も多く、いい環境

で開催できてよかった。

【伴走団体の声】



相談件数：13件／採択件数：新規２件／継続：４件

新規【よこはま 子ども・若者が孤立しない地域づくり研究会】（R8～）
こどもの居場所から始める子ども若者が孤立しない街づくり

新規【ＮＰＯ法人森ノオト】（R8～）
スポーツ×学生 ローカルエシカルチャレンジ

【表現のチカラ】（R6～）
特殊詐欺の防犯啓発を目的とした防犯演劇

「だまされないプロになろう！」
【Yokohama ’Pride‘ Circulation 】（R6～）
消防服等のアップサイクルを通じた地域での防災啓発

【ＮＰＯ法人アスリード】（R7～）
市内中学校における地域や企業と連携したキャリア教育
（＝自分づくり教育）の推進

【ＮＰＯ法人Sharing Caring Culture】（R7～）
外国人親子と地域をつなぐ図書館でのアウトリーチ活動

令和７年度の取組報告

市民協働提案事業への伴走支援



情報蓄積・活用・発信

ＳＮＳ配信数
Ｘ：45回、Instagram：48回、Facebook：48回

ＳＮＳフォロワー数
Ｘ、Instagram、Facebook：1,635人

（2026年１月末時点）
メルマガ配信数：10回（2026年１月末時点）
メルマガ登録数：4,079件
メディア掲出回数：11回
開催レポート件数：８件（2026年１月末時点）
協働事例取材件数：３件（2026年１月末時点）

企業や学校が連携し、福祉分野の課題解決に取り組む事
例等を発掘し、発信した。

▲ホームページの公開内容一部

令和７年度の取組報告

１ 市民活動活性化



・実施期間：2025年４月～2026年１月

・訪問施設数：18センター（全区）

・共通して、人員不足やシフト勤務により地域への外出、団体訪問、

横断的な会議参加が難しい状況が確認された。

・助成金や講師、広報ノウハウなどの情報提供へのニーズが高い。

・登録団体の実態把握や若年層との接点づくりが課題

・今後は区域を超えた情報共有、広報・支援ツールの活用を通じ、

支援の質と連携力をより高めることが重要ではないか。

市が取り組む体制等についても情報収集しつつ、ニーズの高い情報

提供や有効な取り組みを発信し、連携を図っていきます。

各区市民活動支援センター訪問ヒアリング

▲ヒアリングの様子

令和７年度の取組報告

１ 市民活動活性化



令和７年度の取組報告

２ 課題解決（課題解決プログラム）
横浜市は「住みたい、住み続けたいまち 横浜」の実現に向け、持

続可能なまちづくりに取り組んでいる。今年度のテーマを「安心・

安全なまちづくり」とし、その実現に向けて地域主体で取り組める

よう、自分の地域の「安心・安全」について改めて見つめなおし、

課題を整理するプログラムづくりに取り組んだ。

【実施内容】

地域の担い手不足や、活動の継続性といった課題にアプローチする

ため、日常生活に＋ОＮＥ（プラスワン）するという「気軽な」気

持ちで地域に思いを向けてもらうためには、どのようなしかけが

あったらよいか？という問いのもと、地域の活動団体や地域活動を

支援するコーディネーター等とともにワークショップを実施。その

際に意見収集や合意形成の手法を模索し、課題整理と解決につなが

る活動を生み出すための手法の検討を進めた。

▲ワークショップ、
検討会の様子



令和７年度の取組報告

２ 課題解決（課題解決プログラム）

・社会課題解決に関心のある市民を、課題解決メンバーズ※

として巻き込み、参加型プロジェクトとして、プログラム

づくりのための意見交換を実施。

（※）地域を豊かにする取組のプロセスを学び、自分の地域に

持ち帰り、活気を生み出す人

・２地区（鶴見区、西区）で市民向けワークショップを試行

実施。

・まちの安心・安全に関し、約100件の声を集め、地域共通

ミッションをつくる「○○なまちを目指したい」ワーク

ショッププログラム案を作成した。

▲鶴見区の市民向け
ワークショップの様子

▲西区の市民向け
ワークショップの結果



令和７年度の取組報告

２ 課題解決（課題解決プログラム）

・今後、地域におけるコーディネーターの役割をもつ方たちと意見交換を行いながら、

各地域の課題やテーマについて市民を巻き込みながら、共通のミッションをつくるこ

とで自分事化するワークショッププログラムにしていきたい。

・その際、市民協働推進センターがもつ活動団体との繋がりや連携促進のノウハウを活

用し、効果的な事例を生み出せるよう取り組んでいきたい。

・大学生等若い世代を含む社会課題解決に関心のある層を巻き込んでいきたい。



参加型
企画会議

地域団体
と連携

関わりの
広がり

参加型
企画会議

区活センター
連携

共有・
交流の場

つながり
つくり

開催予定

地域の
状況把握

参加型
企画会議

美大生からのロゴ提案

市大の地域の防犯
活動の研究協力

地域活動に関心が
ある大学生

地域の防犯活動
への参加

２ 課題解決

つながり
つくり



「社会的な責任を果たすソーシャルビジネスとは」
2025年８月25日（月）15：00～17：00

講師：河村昌美氏（事業構想大学院大学 教授）、

永岡鉄平氏（NPO法人フェアスタートサポート 代表理事/

株式会社フェアスタート 代表）

参加人数：34人

参加者アンケート「協働の理解が深まった」：100％

▲当日の様子

令和７年度の取組報告

３ 協働誘発

学び・つながる場としての企画・イベントの実施

・社会課題解決のために必要な考え方やアプローチを、多くの人と共有できる企画に生かしたい。
・根本的な解決に向けてしっかりと向き合い、官民連携に向けて動いていきたい。

【参加者の声】



協働ステップアップセミナー（人材育成）

第１回
テーマ：共通の目的に向けた参加・協働のまちづくり～
「こどもまんなか社会」の視点から、住み続けたいよこはまづくり～」
2025年８月21日（木） 15：00～17：00
講師：三輪律江氏（横浜市立大学 教授）
参加者数：30人
参加者アンケート「協働の理解が深まった」：95.7％

第２回
テーマ：「地域を知る・好きになる」から始まる地域づくりと担い手育成」
2025年９月５日（金）15：00～17：00
講師：北原まどか氏（認定NPO法人森ノオト 理事長）
参加者数：38人
参加者アンケート「協働の理解が深まった」：100％

▲セミナー当日の様子

令和７年度の取組報告

３ 協働誘発

【参加者の声】

・子ども目線のまちづくりが、実は多世代にやさしいものであることを
再認識した。
・「地域づくり・まちづくりはコストパフォーマンスで測るものではなく、
過程そのものがまちづくりになる」という話がとても印象に残った。



市民協働推進センター×KIITO

社会課題解決手法を学び実践する！1DAYワークショップ

2025年12月19日（金） 10：30～17：00
講師：永田 宏和 氏（デザイン・クリエイティブセンター
神戸（KIITO） センター長）
参加人数：47人

参加者アンケート「協働の理解が深まった」：100％

▲当日の様子

令和７年度の取組報告

３ 協働誘発

【参加者からの声】

・ゼロからではなく既にあるプログラムを焼き直すこともクリエイティブであると知り、少し肩の荷が下りた。
・自分たちがイベントを主催する際には、その後の展開をイメージして企画していきたい。



協働HUB

中間支援・NPO事務局長交流会

参加団体数：24団体

参加人数：31人

参加者アンケート

「交流したり、ネットワークが広がった」：100％

▲当日の様子

ミズベサロン
横浜市職員のためのミズベサロン
2025年6月27日（金）15：00～17：00
話題提供者：センター長
参加者数：18人
参加者アンケート「協働の理解が深まった」：100％

令和７年度の取組報告

３ 協働誘発



協働コーディネーター強化

協働コーディネーターの定義を改めて整理するにあたって、現状把握のため、各分野のコーディ
ネーターにヒアリングを実施しました。

ヒアリング内容（一部抜粋）

・「自分にしかできないことをやっている」ことがモチベーションの一方、前任が退いた後に地域活動を

継続させるには、事業展開中から仕組みをつくっていく必要がある。

・一人で（案件を）抱え込みがちになる。

・地域とつながっているステークホルダーとの連携は意識している。地域ケアプラザが学生ボランティアを

つないでくれた。

・アウトリーチ活動によってアーティストの活動の場が文化施設から学校や高齢者施設、教育や福祉の現場

に広がり、地域での活動へと広がっていった。

３ 協働誘発

→ ・ヒアリング結果を踏まえ、様々なコーディネーター同士がつながり、悩みや経験を共有できる

場を設定していく。

・地域におけるコーディネーターと繋がることにより、市民協働推進センターのコーディネート機能

の充実・強化も進めていく。



令和７年度の取組報告

４ 協働スペースの有効活用

開館日数：345日/年 340日/年見込み
利用促進：利便性向上のための予約システムの運用開始（2026年１月～）
利用者数：１万６千人（2026年１月末時点）



５ 全体を通じて

• ＮＰО等非営利セクター以外の主体の巻き込みを意識したソーシャルビ
ジネスセミナーを実施したことで、企業等との関わりが増えた。今後、
繋がりを活かし、新たな課題解決策を生み出し、社会課題に取り組む民
間主体のすそ野を広げていきたい。

• 市民向けセミナーを市職員向けの連続研修としても位置付けた。若手職
員の参加者が多く、協働への関心が高いため、継続的に市民協働につい
ての研修や市民等との対話の場への参加促進を、市と協力し進めていき
たい。

• 来年度も持続可能な協働の発展を目指し、“非営利”の枠を越えて多様
な主体の協働をさらに推進していきたい。
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